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Ⅰ はじめに
―ARM DURCH ARBEIT ― 労働を通じた貧困
２００７年４月 に 発 行 さ れ た ド イ ツ の 雑 誌「DER
SPIEGEL」において、“ARM DURCH ARBEIT”―
労働を通じた貧困、という特集が組まれた。日本では
最近、働いてもなお貧困状態から脱することができな
い人びとを「ワーキング・プア」と呼ぶようになった
が、ほぼ、それと同義であろう。さらに同誌の別号
（２００７年６月号）では、“GLOBALISIERUNG Gewinn-
er―Verlierer”―グローバリゼーションの勝者と敗者、
という特集も掲載されている。内容はいずれも、グ
ローバリゼーションの波の中で、多くの外国人労働者
が流入し、「富める者」と「富まざる者」の差がより
先鋭的にあらわれはじめている実態をつぶさにリポー
トしたものである。さらにこれは、「自国民⇔外国人」
という二項対立的な図式で説明できるほど単純な問題
ではなく、ドイツ人の間にも深刻な格差を生じせしめ
ているという局面があることにも言及している。グ
ローバリゼーションが、いかに一国の雇用形態ならび
に雇用環境に影響を及ぼすものであるかが、リアルに
伝わってくる。日本でも、「勝ち組」・「負け組」といっ
た言い方がポピュラーになって久しいが、類似の現象
は、ドイツ、日本の両国に限らず、全世界で現在進行
形でみられるのである。
本稿では、世界中を席巻している「グローバリゼー
ション」がもたらす負の側面に着目し、問題の所在を
明らかにすることを目的とする。負の側面といっても
実に様々であるが、とりわけ、高い労働条件を求めて
労働力の移動が活発化している、いわば「人のトラン
スナショナル化」とでもいうべき現象に焦点をあてて、
ドイツで労働者として働く外国人の法的地位・法的権
利がどのように保障されているのか、また保障される
べきであるのか、考察したい。目下ドイツは、外国人
労働者政策の大改変に着手している途上である。外国
人の滞在や就労に関する法律も大幅に改定された。ド
イツの抜本的な法改定の動きは、日本にも少なからず
示唆を与えるものと思われる。
まずは、ドイツの労働市場政策・社会保障政策がど
のように展開されてきたかを総論的に俯瞰したうえ
で、ドイツの外国人政策の変遷をたどり、その背景に
ある志向性を分析してみたい。そのうえで、ドイツの
一連の外国人政策が日本にいかなる示唆を与えうるの
かについて考察を加えたい。
Ⅱ ドイツにおける労働市場政策と社会保障政策
１ 戦後から現在までのドイツ労働市場政策
２００５年９月１８日に実施されたドイツ連邦議会選挙の
結果、アンゲラ・メルケル氏（CDU）を首相とする
キリスト教民主・社会同盟（CDU/CSU）と社会民主
党（SPD）の大連立政権が成立した。
第二次世界大戦後のドイツにおいては、憲法２０条で
謳われている「社会国家」（sozialer Bundesstaat）の
実効化のひとつとして、労働者に対する失業給付や失
業扶助等国家による労働者の生活保障施策が展開され
てきた。しかし、１９６０年代には深刻な不況に陥り、さ
らにオイルショックなどの打撃も大きく、失業率が一
挙に高まることとなった。その後、次第に、規制中心
の労働政策を見直して、より積極的に弾力化を推進す
べきであるといった主張（注１）が高まってきた。しか
し、実際に“大鉈”をふるう改変に取り組んだのは、
２１世紀に入ってからであった。
２００２～２００３年にかけて、ゲアハルト・シュレーダー
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首相は、労働市場政策にかかわる非常に多様な提案を
盛り込んだ「労働市場における近代的サービスの法律
（Gesetz für moderne Dienstleistungen am Arbeits-
markt）」（通称：ハルツⅠ法～Ⅳ法）を成立させた。
これは、フォルクスワーゲン社の元役員ペーター・ハ
ルツに因んだ名称である。ハルツを中心として組織さ
れたハルツ委員会は、次々と新たな法律制定に着手し
ていった。
（１）ハルツⅠ法
本法では、日本のハローワークに相当する雇用局改
編について規定し、さらに、職業紹介の迅速化のため
の措置の設定、「人材サービスエージェンシー（Per-
sonal Service Agentur：PSA）」（注２）を設置して失業
者を派遣労働者として派遣する業務の実施、高齢者に
対する賃金保障制度の設定、といったことを規定して
いる。
（２）ハルツⅡ法
本法では、通常の職業紹介による雇用ではない就労
システムの制度化を図ったものである。例えば、私株
式会社（Ich-AG）という新たな自営業の形態を導入
した。これは失業者が自営業を営む場合に一定の補助
金を支給したり、公的疾病保険や年金保険の加入を可
能とする等メリットを付与することによって、起業の
ハードルをより低くして参入を容易にすることを目的
としている。さらに、ミニ・ジョブ（Mini-Jobs）と
いう公益に関する低賃金就労を導入した。社会保険料
や課税面において軽減されるシステムになっており、
業務内容は、清掃、料理、介護、育児等がある。これ
は、この分野で深刻化している闇労働（Schwarzar-
beit）の改善にも資するものとして期待されていると
いうことである（注３）。
（３）ハルツⅢ法
本法では、まず、連邦雇用庁を「連邦雇用エージェ
ンシー（Bundesagentur）」に改編して独立の法人とし
たうえで、職業紹介や失業給付を管轄している個々の
雇用局を「雇用エージェンシ （ーAgentur für Arbeit）」
に一新した。さらに、雇用エージェンシーとの目標協
定による運営資金の手当を実施する措置の導入や、従
来の移行補助の廃止を定めている。
（４）ハルツⅣ法
本法では、ハルツ改革の一番の大変革と評価される
「失業給付Ⅱ」の新設に踏み切っている。「失業給付
Ⅱ」の内容は２で後述するが、これによって、失業給
付と社会扶助（日本では生活保護に相当）が統合され
たことになる。
（５）小括
ハルツの一連の改革がどのような結果を招くのかに
ついて評価をくだすには、もう少し時の経過をまつ必
要があろう。だが、皮肉なことに、長期失業者の滞留
の防止、ならびに失業者の労働意欲の喚起、さらに
は、積極的な求職活動への強い要求、といった本改革
全体を貫く志向性は、前掲の「“ARM DURCH AR-
BEIT”―労働を通じた貧困」現象を加速化させる危
険を孕んでいるといわざるを得ない。なぜなら本改革
は、長期失業者が労働市場における「低賃金セクター」
に固定化することを促進する作用をももつからであ
る（注４）。ここでいう「低賃金」とは、いわゆる中位賃
金の３分の２以下の賃金額である。
すなわち、本改革の決定的な弱点は、景気が回復し
ても長期失業者の固定層を減らし、労働市場へ統合す
るには至らなかった点であるといえる。求職者に対す
る厳しい圧力が加わって、求職者は選択の余地を得ら
れないまま低賃金セクターで働かざるを得ないという
状況があるものと思われる。
この傾向は、とりわけ単純労働に従事する外国人労
働者に顕著にあらわれている。近年の EU の拡大政策
により、新規に加盟した東欧圏の労働者が、ドイツ、
イギリスといったいわゆる EU の主要国に流入するよ
うになった。一例を挙げれば、ドイツにおいては、年
間３０万人以上の（主に東に隣接する国々からの）季節
労働者が農業に従事しているが、その大半は東欧圏の
労働者である。言語能力の壁などにより、外国人と自
国人との間の労働市場の階層化がより明確になり、さ
らにその階層が固定化する可能性をも含んでいるとい
えよう。
２ 戦後から現在のドイツ社会保障政策
ドイツの社会保険制度の歴史は古く、１９世紀後半の
ドイツ帝国時代にまで遡る。１８８１年のヴィルヘルムⅠ
世の「皇帝詔勅（Kaiserliche Botschaft）」に基づき、
宰相ビスマルクによって社会保険政策が実行された。
これが、ビスマルク社会保険の巨大な三部作（「疾病
保険法」「災害保険法」「廃疾・老齢保険法」）と称さ
れるものである。ビスマルクによって導入された社会
保険は、その後現在に至るまで、幾度も修正を重ねな
がらも社会保障の中核をなす制度として受け継がれて
いる。
現在、ドイツの社会保障制度は、「社会法典（Sozi-
algesetzbuch：SGB）」により統一的に規定されてい
る。社会法典は、異なる法律によって定められていた
既存の社会保障制度を編入していく形で整備され、現
在全１２編から構成されている（注５）。
（１）失業給付と社会扶助の統合
ドイツでは、日本の生活保護に該当する制度とし
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て、「社会扶助」（Sozialhilfe）制度がある。この社会
扶助制度とは別に、長期失業者の生活を保護するため
の「失業扶助」（Arbeitslosenhilfe）制度という租税
からの給付による制度が存在していたが、社会扶助と
失業扶助は、共に「最低限の生活を保障する」点で共
通項があるという根拠のもと、この２つの制度を統合
し、より受給者の「自立」を強く意識した制度に再編
成された。これが、先述したハルツⅣ法と称されるも
のである。
その結果、２００５年１月１日より、就業能力はあるも
のの失業中であって、生活の保護が必要な者に対して
は、失業給付Ⅱが支給されることとなり、一方、就業
能力のない者に対しては、社会扶助が支給されること
となったのである（なお、従来の雇用保険財政から支
出される「失業給付」（Arbeitslosengeld）制度は「失
業給付Ⅰ」と名称を代えて維持されている）。
（２）失業給付Ⅱと就労支援
ハルツⅣ法によって、失業給付受給期間が終了した
失業者の生活を保障してきた失業扶助は廃止された。
また、失業の有無を問わず、生活困窮者の生活を保障
してきた社会扶助の受給者のうち、就労能力のある要
扶助者が切り出され、失業給付Ⅱの対象となることと
なった。つまり、社会扶助はあくまでも就労が不能な
要扶助者のみが対象であるということである。
失業給付Ⅱは、「支援（Fördern）と要請（Fordern）」
の原則（支援の前に資産の活用等あらゆる可能性の追
求が求められる（要請）と共に、労働を得るための包
括的な援助を受ける（支援））に基づき、要扶助者に
は、労働力の活用が義務づけられている。雇用エー
ジェンシーと要扶助者は、再就職に向けて、給付内容
やサービスに関する統合契約を締結することとなる。
雇用エージェンシーは、職業訓練や雇用創出措置な
ど社会法典第Ⅲ編に基づく雇用促進措置を提供する。
適切な仕事が見つからない場合には就労機会の提供が
義務づけられており、要扶助者には公益に関連する追
加的な就労機会（１ユーロジョブ（注６））が提供される
ことになっており、失業給付Ⅱに加え、時給１～２
ユーロが支給されることになる。これらの制度の背景
には、最低生活保障よりも就労支援の拡充が重要であ
るという思想があろう。こうした志向は、現在の日本
の生活保護制度における自立支援プログラムにも共通
するものであるが、低賃金労働・低資格労働の固定化
を惹起する危険をも内包するものであると思われる。
これらの政策は、外国人労働者に対して直接的な影
響を及ぼすことになろう。ドイツの全人口の中におけ
る外国人の割合は、２００５年現在の統計（注７）によれば
８．２％であるが、ドイツの貧困率は、ドイツ人より２
倍以上も外国人が高い数値を示している（注８）ことに鑑
みても、とりわけノンエリートの外国人はより貧困に
近い位置にいることが看取できるからである。そこ
で、次節からは、ドイツにおける外国人労働者政策が
いかに展開してきたか、そしてどこに向かおうとして
いるのかについて、振り返っておく。
Ⅲ 外国人労働者政策の現在
１ 歴史的展開
（１）第二次世界大戦後から二国間協定締結期（１９５５
～１９６８年）まで
第二次世界大戦後、ドイツでは若年労働力の不足
（とりわけ農業部門）を補うために、１９５５年にイタリ
アと二国間協定を締結した。その後、スペイン、トル
コ、モロッコ、ユーゴスラビア等々多数の国と同様の
協定を締結していった。
ここで特筆すべきはトルコとの関係であろう。現在
においてもドイツ国内の外国人の中で圧倒的多数を占
めるのがトルコ人である。ドイツはトルコとの間で
１９６４年に二国間協定を一部改定したが、そのひとつ
に、１９６１年に締結された協定の中の「２年を越えた滞
在延長の禁止」の削除があった。すなわちこれによっ
てトルコ人の定住が可能となり、家族のドイツへの呼
び寄せも活発化することとなった。さらに１９６５年には
ドイツ＝トルコ間で社会保障協定が締結され、退職年
金、労働災害、疾病等の保障がなされることとなっ
た。それまでは、トルコをはじめとするイスラム諸国
に対して、期間や家族の扱い等々様々な面において厳
格な制限が課されていたが、ようやくフェアな土壌が
固まった時期であるといえるであろう。
（２）外国人法成立期（１９６５年以後）から外国人労働
者の募集停止期（１９７３～１９８３年）まで
１９６５年に、外国人法（Gesetz über die Einreise und
den Aufenthalt von Ausländern im Bundesgebiet
（AuslG）が成立した。二国間協定による外国人労働
者の受入れが進むなかにおいて、この段階でようやく
連邦レベルの統一的な法律が完成したことになる。
外国人労働者は、当初は一時的な滞在に留まるもの
と捉えられていたが、その目論見は外れ、滞在の長期
化と家族の呼び寄せが顕著となった。ドイツ政府も、
こうした現状に追随するように外国人労働者の在留・
就労制度の整備を図っていった。そのひとつが、労働
許可制度の弾力化である。
しかし、その後のオイルショックの勃発により経済
不況に陥ったドイツ国内は、多くの失業者が溢れかえ
る事態となり、外国人労働者の流入を阻止すべきであ
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るとの意見が大勢を占めることとなった。そこで１９７３
年には、外国人労働者の募集停止（Anwerbestopp）
を決定し、以後無期限に外国人労働者の募集が停止さ
れることになった。ここで従来の政策の大転換が行わ
れたわけであるが、実際には、これまで大量に受け入
れてきた外国人労働者を一切捨象することは不可能で
あり、結局のところ、例外職種や職位などの認容によ
り、それ以後も外国人労働者は増加の一途を辿るので
ある。
（３）東西ドイツ統一以後（１９８９年以後）から新外国
人法改正、国籍法改正まで
１９８９年、東西ドイツを分断していたベルリンの壁が
崩壊し、統一ドイツが誕生した。そして、ドイツ統一
とほぼ時を同じくして、外国人をめぐる重大な法改正
が２つ行われた。ひとつは外国人法改正、もうひとつ
は国籍法である。
外国人法は、ドイツ統一後間もない１９９１年に改正さ
れた。本改正において、滞在目的毎に、①滞在権、②
滞在許可、③滞在承認、④滞在資格の４つの滞在資格
が設定された。本改正によって、新規に入国する外国
人の永住権の取得には非常に高いハードルが設けられ
ることになったという評価もみられた。たしかに、本
改正は、EU 市民に対しては、限りなくドイツ国民と
同等の権利が享受できるような措置をとっているのに
比し、非 EU 市民や難民や庇護申請者に対しては、永
住権や定住権への道がより迂遠となる結果を導いたと
いえる。すなわち、この時期に、「EU 市民と非 EU
市民の相違」がよりクリアな形で現出したということ
である。EU の発展は、皮肉にも非 EU 圏の外国人労
働者にとっては、新たな「差別」の助長以外の何者で
もなかったかもしれない。
ただし、もう一点大きな改正がなされていることを
看過してはならない。それは、定住外国人の国籍付与
に関する法政策である。これまではあくまでも行政裁
量による国籍付与しかなかったが、本法によって、一
定期間の滞在者および一定期間のドイツでの教育を受
けた者に対し国籍付与の請求権を認めたのである。移
民の長年の悲願である二重国籍を容認するまでには至
らなかったが、ドイツの国是である「血統主義」に変
更が加えられたことは大きい。本改正が、後述する国
籍法改正の布石となっているものと思われる。
前述のように、ドイツは「血統主義」の国である。
すなわち、ドイツの血を受け継ぐ者がドイツ人だとい
うことになる。その考えを貫くがゆえに、東欧や旧ソ
ビエト連邦からの引き揚げ者（Aussiedler）を、同じ
血を引くドイツ人として広範に受け入れてきたのであ
ろう。
しかし、１９９９年に成立した改正国籍法では、より大
胆に血統主義の逸脱に挑んでいる。まずは、親が８年
以上合法的に滞在しているか、滞在権を有しているも
しくは無期限の滞在許可を有している場合、その親か
ら出生したこどもはドイツ国籍が取得できることと
なった。さらに、高度な IT 技術をもつ外国人労働者
に対して、ドイツ国籍取得を前提とした制度を創設し
た。２０００年には、いわゆる「IT 就労法令」（通称：グ
リーンカード法令）が制定され非 EU 圏から IT 技術
者の受入れを開始した。結局この政策は、当初の目標
数を下回り低調のままに終わったとの評価もあるが、
新移民法のポリシーである「高度な能力・技術を有す
る外国人労働者」を求める志向の始まりであるともい
えるだろう。
２ 新移民法の概要
（１）新移民法の構造について
新移民法の正式名称は、「移住の制御と制限および
EU 市民ならびに外国人市民の滞在と統合の規則に関
する法律」（Gesetz zur Steuerung und Begrenzung
der Zuwanderung und zur Regelung des Aufenthalts
und der Integration von Unionsbürgern und Auslä-
ndern）である。略称は「Zuwanderungsgesetz（ZuwG）」
であるので、以後、本稿もそれに倣う。
新移民法は、「連邦領域内の外国人の滞在、職業活
動、及び統合に関する法律」（略称：滞在法 Aufen-
thaltsgesetz（AufenthG））、「EU 市民の移住の自由に
関する法律」（略称：EU 市民移住の自由法 Frei-
zügigkeitsgesetz/EU（FreizügigG/EU））、そ し て こ
れまでの法律の複数の諸改正を含めたものとなる。さ
らに、「新たに入国した外国人の就労許可に関する法
令」（略 称：就 労 法 令 Beschäftigungsverordnung
（BeschV））や、「ドイツ国内に居住する外国人の就
労手続・許可に関する法令」（略称：就労手続法令
Beschäftigungsverfahrensverordnung（BeschV））、「外
国人および後期引き揚げ者への統合コースの実施に関
する法令」（略称：統合コース法令 Integrationskurs-
verordnung（IntV）等、様々な法令が発布されている。
新移民法の主要内容は、「滞在法」に集約されてい
るといえる。これまでは、外国人の出入国管理につい
ては、外国人法を根拠法として滞在資格を付与し、実
務としては内務省管轄の外国人局（Ausländerbehörde）
が許可証を発給してきた。さらに、労働許可について
は、社会法典第３編（Sozialgesetzbuch（SGB）Ⅲ）
を根拠法として連邦雇用庁管轄の労働局（Arbe-
itsstelle）が労働許可を付与してきた。すなわち、滞
在許可と労働許可は、全く異なる２つの行政管轄のも
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とで遂行されてきたのである。
新たな滞在法においては、こうした二重の手続の一
本化が果たされた。それに伴い外国人法は廃止され
（ZuwG Artikel１５）、社会法典第３編は、改正もしく
は削除されることとなった（ZuwG Artikel９）。
（２）新移民法の目的
新移民法の目的は、滞在法１条１項に掲げられてい
る（AufenthG§１Abs．１）。そこには、冒頭において、
本法がドイツ国内における外国人の移住の制御
（Steuerung）と制限（Begrenzung）を目的とするも
のであることが掲げられている。さらに、理解力や統
合能力、さらには経済状況や労働市場政策上の利益を
も考慮に入れた上で、移住を促進することも挙げられ
ている。
前半のみに着目する限り、本法が外国人の厳正な管
理と選別を前面に押し出したものであることは明白で
あるように思われる。ただし見逃してはならないの
は、その直後に、「と同時に、本法はドイツの人道的
な（humanitären）責務を履行することも含める」と
付言している部分である。これは、戦後のドイツの中
枢を貫く「Sozial」の理念の表れであるといえるだろ
う。ドイツにおける「Sozial」とは、「日本語の「共
生」に近く、しかしより積極的な内容を有する概念で
あって、強者の自由を、虐げられた者を生む限りにお
いて制約するという意味が強い」（注９）と解されてい
る。
こうした経緯に鑑みると、本法は外国人失業者の増
大やドイツ人社会との軋轢や衝突、深刻化する外国人
への排斥・攻撃による社会不安の増幅に頭を抱えなが
ら、それでもなお、「Sozial」理念をベースにした外
国人労働者のドイツ社会への包摂を模索しようとし
て、苦悩の末に生み出した産物のように思われる。
（３）新移民法の対象
本法の対象は「外国人」である。外国人とは、基本
法１１６条１項で定めるドイツ人でないすべての者を指
す（AufenthG§２Abs．１）。た だ し、滞 在 法 は、EU
市民には適用されない（AufenthG§１Abs．２Nr．１）。
EU 市民には、滞在法に代わって「EU 市民の移住の
自由に関する法律」（（FreizügigG/EU））が適用され
る。
（４）新移民法の特色
滞在資格が大幅に簡素化されたことが，本法の最大
の特色であるといえる。前述のように、従来の外国人
法下では、主として、
①滞 在 権（Aufenthaltsberechtigung）
②滞在許可（Aufenthaltserlaubnis）
③滞在承認（Aufenthaltsbewilligung）
④滞在資格（Aufenthaltsbefugnis）
の４つの資格が設定されており、それぞれのカテゴ
リー毎に細かく制限が設けられていたが、新移民法
は、期 限 付 の 滞 在 許 可（Aufenthaltserlaubnis：
AufenthG§７）と、無期限の定住許可（Niederlassung-
serlaubnis：AufenthG§９）の２つにまとめられた。
滞在許可は、教育訓練、就労、国際法上、人道上、
および政治的、家族的事由といった目的に応じた考慮
を加味したうえで、期限を設定して許可を与えるもの
である。例えば、大学や語学コースでの勉学を目的と
してドイツに入国した学生に対しては、目的に応じた
期間の滞在許可が与えられ、その期間中、年間９０日も
しくは１８０日就労することが可能である（AufenthG§
１６Abs．３）。さらに、勉学の修了後も仕事を探すため
の期間として、１年間の滞在許可を得ることができる
（AufenthG§１６Abs．４）。
なお、定住許可は，滞在法９条２項の１～９号に掲
げられた条件を満たす者に与えられる（注１０）。
（５）「社会的統合」理念について
新移民法の大きな特色のひとつとして、外国人のド
イツ社会への統合を促進するための「統合コース」
（Integrationakurs）が制度化されたことが挙げられ
る。統合コースに関しては、滞在法４３条・４４条・４４a
条・４５条に規定されている。これまでは、統合政策と
いえば、外国人とその家族に対する在留許可や労働許
可の要件の緩和といった方法によるドイツ社会への編
入の促進策のことを指していた。また、政府機関や自
治体による諮問委員会の設置、さらには、教会、民間
ボランティア団体、労働組合などによるインフォーマ
ルな外国人労働者への権利擁護活動の存在も無視し得
ないが、新移民法において、初めてフォーマルな形で
統合政策が明文化されたことになる。図１は、２００５年
の統合コース受講者の国籍別割合を示したものであ
る。
１９９０年の外国人法改正時においては、「統合」は無
期限の滞在権を有している者や国籍を付与された者に
対する前提条件として、あくまで間接的に規定される
ものであったが、新移民法下では、外国人の組み入れ
（Eingliederung）に対するより具体的な措置として
捉えられていると解されている。
統合コースが制度として確立された背景には、外国
人の失業率の高さや教育水準の低さがあろう。長期間
ドイツに滞在していてもドイツ語を理解しない外国人
が相当数存在しており、自ずと職業機会や社会参加の
機会は少なくなる。そこで、最優先すべき統合の条件
として「ドイツ語能力」が掲げられたというわけであ
る。そしてこれは、政府の政策であると共に、「外国
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図１ 統合コース受講者の国籍別内訳（２００５年）
（後期引き揚げ者は除く）
人自らの自発的な努力」をも要求するものであると解
する説もある（注１１）。すなわち、ドイツ語習得への「強
制的な誘導」が含意されているということになるので
あろうか。
２０．８％ トルコ １７．７％ ロシア連邦
８．３％ ウクライナ ７．３％ カザフスタン
４．１％ 不明 ２．９％ ポーランド
２．３％ イラク ２．０％ セルビア・モンテネグロ
２．０％ タイ ３２．６％ その他
【資料出所】
http://www.bamf.de/cln_006/nn_442496/Shared
Docs/Anlagen/DE/DasBAMF/Downloads/Statistik/
statistik-auflage14-3-integration.html
３ 新移民法改正案成立
連邦参議院は２００７年７月６日、連邦議会を３月２８日
に通過した新移民法改正法案を可決・成立させた。本
改正は、２００５年１月１日に施行された新移民法を、外
国人（難民も含め）に関する EU 指令、移民の社会統
合の促進、さらには治安対策の観点から、いくつかの
修正を施したものである。
主要な改正点を以下に挙げておく。
・移民に統合コース（ドイツ語、法令・文化・歴史）
への参加を義務づける。参加を拒む者には最高１０００
ユーロの科料を課し、社会扶助の一部を削減する。
・EU 市民とその家族に対する新しい無期限の滞在資
格として、「欧州共同体長期滞在許可」を創設する。
・研究者に対する特別滞在資格、および他の EU 加盟
国の大学に入学を認められた学生に対し、特別滞在
資格を導入する。
・ドイツに投資したり、雇用を創出する外国人に対
し、移住の前提条件を緩和する。
今回の法改正について、労働力不足に悩む東欧諸
国、とりわけドイツの隣国であるポーランドでは、ド
イツのさらなる労働市場開放が人材不足と賃金上昇を
加速させると警戒を強めているということである。
EU はこれまで一貫して拡大政策を推進してきたが、
EU が拡大すればするほど、EU 内における経済格差
も広がっていく。とりわけ最近加盟を果たした東欧の
国々は、自国と EU リーダー国（ドイツ、フランス、
イギリス）との労働賃金の差を知り、続々と自国を離
れて EU 圏内のより高賃金の国を目指し移動を始め
る。その流れはもはや留まるところをしらない勢いで
ある（注１２）。グローバリゼーションは、労働者を送り出
す国、受け入れる国、双方に少なからぬ打撃を与えて
いるのである。
Ⅳ むすびにかえて
現在のドイツの状況を、「少子高齢化の影響を緩和
するためには、好むと好まざるとにかかわらず移民の
受け入れを増やさざるを得ない状況に置かれているこ
とを意味する、同時に移民の増加は、ドイツ社会との
軋轢を引き起こすことが予想されることから、移民の
ドイツ社会への統合（融合）も大きな課題として浮上
してきた。」と分析したものがあるが、「ドイツ」の部
分を、「日本」と入れ替えてもそのまま通用するであ
ろう。ドイツも日本も、少子高齢化による労働力不足
が懸案事項であることは共通している。
さらに、基本的に血統主義をとっているという点に
おいても両者は共通している。ドイツにおいて、戦前
にポーランドや旧ソビエト、東欧諸国に居住していた
ドイツ人を引き揚げ者（Aussiedler）として優先的に
受け入れてきたこと、日本において、日系人に他の外
国人よりも制限を緩和した政策をとっていることも血
統主義の証左であろう。しかし、仮に日本語を理解し
ない外国人に対して、強制的に日本語を習得するコー
スを義務化したとすれば、どのような問題が起こり得
るであろうか。おそらく日本語の能力が価値判断の基
準に据えられ、その基準が判断の大半を占めることが
考えられる。そしてそれはマイナスの判断にも作用す
るので、日本語が話せないことが、即、能力がないも
しくは意欲がないといった全人格判断に繋がるおそれ
なしとしないであろう。
ドイツの新移民法に制度化された「社会的統合」政
策を日本に当てはめて考える際に、最も留意せねばな
らないのは、テクニカルな言語の上達＝統合であると
短絡的に捉えることである。日本でも、法務省のプロ
ジェクトチームによる「今後の外国人の受入れに関す
る基本的な考え方」において、専門的、技術的でない
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分野について、「一定の日本語能力」などを要件とし
て、特定技能労働者として受け入れることを提言して
おり、語学能力の重視という点において、新移民法と
ある種の共通項があるように思われるが、こうした志
向については慎重な姿勢が必要であると考える。
統合とは、語学能力のような表層的な要素だけで実
現できるものではない。まずは、外国人が社会参画で
きるシステム、ならびに、社会生活上必要不可欠な情
報を多言語で提供するシステムを、行政分野や法律分
野から築くことが第一義的な課題である。すなわち、
語学習得の「義務」を課すのではなく、「権利」を保
障する政策こそが、「社会的統合」に適うものと思わ
れる。それが、外国人に対する「公正」（Gerechtig-
keit）な姿勢というものであろう。
外国人と自国人は、法的地位に差異はあれども、労
働するうえで不利益や不当な差別が存在することは許
されるべきではない。課題は、多文化共生というス
ローガンと裏腹に、労働に従事する環境において、自
国の慣習や規則を外国人に義務付けることが職務上ど
こまで正当化されうるのか、法的衡量の基準を明確に
することであろう。さらに、グローバリゼーションの
潮流は、低賃金労働者を固定化すると同時に、いわゆ
る「高資格・高技能移民」の優遇措置も促進させてい
る（注１３）。こうした“移民の選別”を、国家の政策の裁
量の範囲内として容認しうるのか、容認しうるとすれ
ば、その射程範囲はどのように定めるべきなのか、そ
して、どこまで逸脱すれば「公正」な状態ではなくな
るのか、労働法にとどまらない、市民法、社会法合わ
せた広範な観点からの法的考察が必要である。
また、これまでドイツの労使関係で大きなウエート
を占めてきた労働組合であるが、残念ながら外国人労
働者の多いサービス業等潜在的に低賃金の職場の組織
化に成功しているとはいえない状況である（注１４）。これ
まで労働組合が団体交渉や労働協約で確保してきた
「公正」の基準を、今後外国人労働者に対してどのよ
うに包含していくことができるのか、大きな課題を抱
えているといえる。また、これは、日本の労働組合に
も同じことがいえるであろう。
ドイツと日本では、国内の外国人比率においてもか
なりの差があるうえに、外国人労働者問題に直面して
きた歴史の差も大きいが，外国人労働者政策の方向性
には一定の近似性が認められる。ドイツが日本に先駆
けて法律によって制度化した「統合コース」がいかな
る影響を及ぼすか、早くも法改正を迎えた今後の動向
には要注目である。
さいごに、数年前、とあるシンポジウムでゲストス
ピーカーとして来られたドイツの官僚による印象深い
言葉を紹介しておきたい。「国境を越えてやってくる
外国の人びとに対して、WILLKOMMEN！（ようこ
そ！）の気持ちが迎える側にあるでしょうか。自分達
の利害関係ばかりに気をとられすぎていないでしょう
か。私たちの例でいえば、ドイツの社会制度を教える
ことだけが必要だと思っていないでしょうか。相手の
国のことを知る努力というものも同時に重要だという
ことを、どれだけの人が理解しているでしょうか。」
この言葉は、グローバリゼーションのなかで、ともす
れば画一的になりがちな政策サイドに対して、鋭く課
題提起をするものといえるのではないだろうか。
注
１）ドイツの弾力化の議論の詳細は、西谷敏「ドイツ
労働法の弾力化論」大阪市大法学雑誌３９号（１９９３
年）・４２号（１９９６年）・４３号（１９９６年）を参照。
２）PSA の設置を契機として、派遣労働者の賃金水
準については、労働者派遣法（Arbeitnehmerüber-
lassungsgesetz）に基づく規制を一部改正するか
わりに、PSA と管轄労組との賃金協約で一律に
規制し、派遣労働者と派遣先の被雇用者の同一賃
金を原則としている。
３）２００４年には、闇労働を行った事業主に対して罰則
を設けることを定めた「闇労働撲滅強化法」（Ge-
setz zur Intensivierung der Bekämpfung des
Schwartzarbeit und damit zusammenhngender
Steuerhinterziehung, BGBl Ⅰ，１８４２）が成立して
いる。
４）例えば、労働・技術研究所（IAT）の調査によれ
ば、２００４年には低賃金の水準は、西部ドイツ１７９８
ユーロ、東部ドイツ１２９６ユーロであった。週４０時
間労働として換算すると低賃金の水準は西部で時
間当たり１０．２２ユーロ、東部で７．３６ユーロとなっ
ている。すなわち２００４年には、ドイツの就業者の
５分の１以上が低賃金水準以下の時給で働いてい
たことになる（http://www.iatge.de/）。また、労
働市場・職業研究所（IAB）の調査では、西部ド
イツのフルタイム就業者の１６％、東部ドイツでは
その１７％が低賃金セクターで働いているとの結果
が出ている（http://www.iab.de/de/）。この数は
３６０万人に該当する。
５）疾病保険は第Ⅴ編、災害保険は第Ⅶ編、年金保険
は第Ⅵ編として編入されている。社会保険関係で
は、第 XI 編に介護保険、第Ⅲ編に失業保険を含
む雇用促進法が編入されているのに加え、第Ⅳ編
に社会保険に関する一般規定が置かれている。こ
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の他には、求職者に対する基礎保障（失業給付Ⅱ）
を定めた第Ⅱ編、児童及び若年者扶助に関する第
Ⅷ編、リハビリテーション及び障害者施策に関す
る第Ⅸ編、情報保護や給付運営機関の協力関係な
ど管理運営手続を定めた第Ⅹ編、社会扶助につい
て定めた第 編となる。
６）１ユーロジョブは２００５年初めに導入された。これ
は労働法に則った雇用関係に基づくものではない
が、労働災害に関する規則や連邦休暇法は適用さ
れる。導入以前にドイツ商工会議所の一部や労働
組合からは、このような公的資金による就業機会
が一般労働市場において市場の混乱をもたらし、
企業行動を妨げる可能性があり、一般労働市場に
対して競争相手を作ってはならないとの声が上
がっていたという。
７）連邦移民・難民庁（Bundesamt für Migrant und
Flüchtlinge）の 統 計 に よ る。URL:http://www.
bamf.de/cln_００６/nn_４４１３４４/DE/DasBAMF/Sta-
tistik/statistik-node.html?_nnn=true
８）詳細は、季刊公的扶助研究１９２号（全国公的扶助
研究会・２００４年）掲載の「ドイツにおける「貧困
とのたたかい」」を参照。本誌によれば、２００１年
の貧困率は、ドイツ人が１０．３％であるのに比し、
外国人は２１．７％となっている。
９）野川忍『外国人労働者法―ドイツの成果と日本の
展望』（信山社・１９９３年）２８頁。
１０）各号の具体的内容は次のとおり。
①滞在許可を取得後５年経過した者（AufenthG§
９Abs．２Nr．１）
②自ら生計が確保できる者（AufenthG§９Abs．２
Nr．２）
③最低６０ヵ月分の法定年金保険を支払っているか、
これに相当する支払いをしている者（AufenthG
§９Abs．２Nr．３）
④過去３年間、６ヵ月以上の自由刑もしくは少年刑
ま た は１８０日 分 の 罰 金 刑 を 受 け て い な い 者
（AufenthG§９Abs．２Nr．４）
⑤労 働 者 と し て 就 労 す る 許 可 を 得 て い る 者
（AufenthG§９Abs．２Nr．５）
⑥長期的に職業活動を行う許可を得ている者
（AufenthG§９Abs．２Nr．６）
⑦充分なドイツ語の知識を有している者（AufenthG
§９Abs．２Nr．７）
⑧ドイツの法律・社会システムおよび生活事情に関
する基本的な知識を有している者（AufenthG§
９Abs．２Nr．８）
⑨本人と家族のために充分な住居空間を確保してい
る者（AufenthG§９Abs．２Nr．９）
１１）Kay Hailbronner, Asyl-und Ausländerrecht, Stuttgart,
W. kohlhammer，２００６，S．３３．
１２）２００７年夏、NHK の BS ドキュメンタリーで、
「ポーランド発イギリス行き－EU 拡大 増える
出稼ぎ労働者」が放映されたが、ここでもポーラ
ンドの労働者がよりよい労働条件を求めて EU 圏
内を移動する様子が鮮明に描かれていた。
１３）２００７年１０月２３日、欧州委員会は高資格移民の受入
れに関する指令案（通称ブルーカード指令案）を
出している（http://europa.eu/rapid/pressReleas-
esAction.do?reference=MEMO/０７/４２３＆format=
HTML&aged=０＆language=EN&guiLanguage =
en）。対象は最低賃金の３倍の報酬を雇用契約で
明記した第三国民（非 EU 圏の外国人）である。
１４）Schröder/Weßler Die Gewerkschaften in Politik
und Gesellschaft Der Bundesrepublik Deutschland，
２００３，S．８６．
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